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新規採択事業に係る必要性等の明確化（その２） 
－平成１９年度－ 

 
 
 
 個別公共事業については、新規事業採択時評価、再評価及び完了後の事後評価を実施し、行政機関が

行う政策の評価に関する法律第１０条の規定に基づき評価書を作成、公表しているところである。 
 事業評価の実施にあたっては、Ｂ／Ｃだけでなく貨幣換算が困難な効果等を含めて総合的に評価を実

施しているところであるが、さらなる事業評価の厳格な実施の一環として、事業の必要性等をより明確

に示し、アカウンタビリティの向上を図るため、各事業でＢ／Ｃが相対的に低い新規採択事業について

は、より詳細な評価結果についても、評価書と同時に公表することとする。 
 
 
 

参考 



新規事業採択時評価結果（平成２０年度新規事業化箇所） 

 

事業の概要 

事業名 一般国道２７５号 江別
え べ つ

北
きた

道路 
事業 

区分 
一般国道  

事業 

主体 

国土交通省 

北海道開発局  

起終点 
自：北海道江別

え べ つ

市角山
かくやま

  

至：北海道江別
え べ つ

市篠津
し の つ

  
延長  ３．５ｋｍ 

事業概要  

 一般国道２７５号は、北海道
ほっかいどう

の中心都市である札幌
さっぽろ

市を起点に、江別
え べ つ

市、幌加内
ほ ろ か な い

町を経由し浜頓別
はまとんべつ

町に至る延

長約２８２ｋｍの幹線道路であり、道央圏と道北圏を連絡する重要な路線である。 

 このうち、江別
え べ つ

北
きた

道路は、江別
え べ つ

市角山
かくやま

から江別
え べ つ

市篠津
し の つ

に至る延長３．５ｋｍの事業である。 

事業の目的、必要性  

江別
え べ つ

北
きた

道路は、２車線区間のボトルネックによる交通混雑の解消および交通混雑を起因として発生する交通事

故の低減などを目的とし、道央圏における放射道路機能の強化が図られることにより、石狩湾
いしかりわん

新港や江別工業団

地等の物流拠点間のアクセス性向上や、高次医療施設が集中する道央圏への救急搬送におけるアクセス性向上な

ど、住民生活・地域経済の利便性向上に寄与するものである。 

全体事業費   １３８億円 計画交通量  ２１，２００台／日 

事業概要図  

 

 
関係する地方公共団体等の意見  

 江別
え べ つ

北
きた

道路は、札幌
さっぽろ

圏への人口集中化に伴い、物資流通量の増加や通勤圏の拡大により、都心部及び幹線道路の

交通混雑が発生している道央圏において、地域における住民生活の利便性の向上や産業・観光振興など地域の活性

化を促進し、道央圏における各都市・空港・港湾の拠点機能の強化が図られることが期待されることから、北海道
ほっかいどう

石狩
いしかり

地方開発促進期成会（会長：石狩
いしかり

市長）より早期整備の要望を受けている。 

 
事業採択の前提条件  

費用対便益：便益が費用を上回っている。 

  

 

 

事業評価結果 
総費用 １０９億円 総便益 ２０１億円 基準年  

Ｂ／Ｃ １．８ 
 事業費：   107億円 

 維持管理費：  2億円 

 走行時間短縮便益：186億円 

 走行費用減少便益：9.2億円 

 交通事故減少便益：5.5億円 

平成 １９ 年 

交通量変動 B/C= 2.0  （交通量 ＋10％） B/C= 1.7  （交通量 －10％） 

事業費変動 B/C= 1.7  （事業費 ＋10％） B/C= 2.0  （事業費 －10％） 

費
用
対
便
益 

感度分析の結果 

事業期間変動 B/C= 1.7  （事業期間＋20％） B/C= 1.9  （事業期間－20％） 

評価項目 評価 根   拠 

渋滞損失時間の削減 

渋滞対策 

 

◎

 

【1kmあたり(台kmあたり)渋滞損失時間】 

約25.8万人時間/年km(H18)の減少 

【その他の特徴】 

 ２車線区間のボトルネックが起因として発生する交通混雑の緩和 

（当該事業区間旅行速度：15.7km/h（H17）） 

交通混雑緩和、中央帯設置により、追突や正面衝突事故の減少が見込まれる 

事故対策 ◎ 

【死傷事故率】 

461 件/億台キロ(H14～H17 区間内)の減少 

※〔北海道平均：39.5 件/億台キロ(H17) 〕     

【その他の特徴】 

事故の約８割（冬期９割）を占める交通渋滞が起因する追突、正面衝突事故の減少

歩行者・自転車の安全性の向上 

自
動
車
や
歩
行
者
へ
の
影
響 

歩行空間 ○ 
歩道整備により狭隘区間を通行する歩行者や自転車の安全性の向上 

住民生活 ◎

【高次医療施設へのアクセス向上】 

第三次医療施設（札幌市）や第二次医療施設（江別市）へのアクセス向上 

（当別町～札幌市 ７２分→７０分、救急搬送件数４４４件/３年） 

（当別町～江別市 ２７分→２５分、救急搬送件数２２７件/３年） 

地域経済 ◎

【工業製品輸送の効率化】 

・企業の進出が進む当該地域周辺の工業団地における、当該事業の整備による物流

効率化の支援 

・大手製紙工場（江別工場）と石狩湾新港間の原料や製品輸送における利便性向上 

（石狩湾新港からの原料（チップ材）輸送量：約5.4万t/月(H18)） 

災 害 ○

【緊急輸送道路の機能向上】 

緊急輸送道路（北海道緊急輸送道路ネットワーク計画）の確実性の向上 

（第一次緊急輸送道路） 

環 境 ○ 【CO2排出量の削減】 CO2：１，５８６t-CO2/年の削減 

事
業
の
影
響 

社
会
全
体
へ
の
影
響 

地域社会 ○
【日常活動圏中心都市へのアクセス向上】 

当別町の就業者数の約３割（２，７３９人(H17)）が札幌市へ通勤 

事業実施環境 － 注目すべき影響はない 

採択の理由 
 費用便益比が１．８と便益が費用を上回っており、事業採択の前提条件が確認できる。  

また、当該区間の渋滞対策、交通事故対策による住民生活、地域経済への効果が期待でき、事業の必要性・効果

は高いと判断できる。 

以上より、本事業を採択した。 

 

担 当 課：道路局国道・防災課 

担当課長名：下保 修      

※総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。 



新規事業採択時評価結果（平成２０年度新規事業化予定箇所） 

 

事業の概要 

 

事業名 一般国道１０１号追
おい

良
ら

瀬
せ

Ⅱ期バイパス 
事業 

区分 
 一般国道 

事業 

主体 
 青森県 

起終点 
自：青森

あおもり

県西津軽
に し つ が る

郡深浦
ふかうら

町追
おい

良
ら

瀬
せ

 

至：青森
あおもり

県西津軽
に し つ が る

郡深浦
ふかうら

町広戸
ひ ろ と

 
延長  ３．６㎞ 

事業概要  

一般国道１０１号は、青森県青森市を起点とし秋田県秋田市を結ぶ延長２１０㎞の主要幹線道路であり、両

県日本海沿岸部の住民生活、社会経済活動を支える唯一の路線である。 

当バイパスは追良瀬地区の隘路区間を解消し、安全で円滑な交通の確保を目的とした延長３．６㎞の道路改

築事業である。 

 

事業の目的、必要性  

当バイパスは追良瀬地区の幅員狭小、線形不良、急勾配の隘路区間を解消するとともに、法面防災点検危険

箇所および特殊通行規制区間をバイパスとすることにより、安全で円滑な交通の確保および走行性を向上させ、

幹線道路としての機能確保を図るものである。 

全体事業費 ４０億円 計画交通量 ４，１００台／日 

事業概要図  

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
関係する地方公共団体等の意見  

秋田・青森県を結ぶ国道１０１号は日本海に沿って走る大動脈として産業・経済や観光に需要な役割を担っ

ているとともに沿線住民の唯一の生活路線であるが、近年、世界自然遺産「白神山地」に県内外より観光客が

増え交通量が増大傾向にあるにもかかわらず、本路線は狭隘区間や危険なカーブが随所に見受けられる現状で

あることから、これらの早期解消について「国道１０１号整備促進期成同盟会」から要望を受けている。 

（平成１８年１０月２３日） 

 
事業採択の前提条件  

 費用対便益 ：便益が費用を上回っている 

  

事業評価結果 

 

総費用 ３５億円 総便益 ４８億円 基準年  

Ｂ／Ｃ １．４ 
事業費： 32億円 

維持管理費： 3.9億円 

走行時間短縮便益： 47億円 

走行経費減少便益： -0.26億円 

交通事故減少便益： 1.3億円 

平成１９年 

交通量変動 B/C=1.3 （交通量 －10％） B/C=1.5 （交通量 ＋10％） 

事業費変動 B/C=1.2 （事業費 ＋10％） B/C=1.5 （事業費 －10％） 

費
用
対
便
益 

感度分析の結果 

事業期間変動 B/C=1.3 （事業期間  ＋2年間） B/C=1.4 （事業期間 －2年間） 

評価項目 評価 根拠 

注目すべき影響はない。 

渋滞対策 － 

【渋滞損失時間の改善】 

【1kmあたり（台kmあたり）渋滞損失時間】 

 

 

【渋滞度曲線】 

【その他の特徴】 

 

注目すべき影響はない。 

事故対策 － 

【死傷事故率】              （死傷事故率比（県内平均比）      ）

                （事故率曲線における位置：         ）

 

【その他の特徴】 
※データは県内平均・全国平均と比較すること

自
動
車
や
歩
行
者
へ
の
影
響 

歩行空間 ○ 現道は通学路であるにもかかわらず歩道未整備であり、バイパスへの通過交通転換により、

現道を利用する歩行者の安全が確保される。 

住民生活 ○
深浦町から津軽地方生活圏中心都市である五所川原市までのアクセスが向上する。 

（深浦町～五所川原市 ８１分⇒７８分） 

地域経済 ○
深浦町の主産品であるトマトの出荷時間短縮および荷傷み被害が改善される。 

（深浦町野菜集出荷施設→東北縦貫道浪岡 IC ９６分→９３分） 

災 害 ◎
防災危険箇所に対する代替道路確保（現道には、防災点検要対策箇所が集中しており、この

区間を回避するバイパスとなる・・・要対策箇所６箇所→０箇所） 

環 境 － 注目すべき影響はない。  

事
業
の
影
響 

社
会
全
体
へ
の
影
響 

地域社会 ○
主要な観光地等へのアクセス向上 

 世界遺産「白神山地」（入込数８８万人）、津軽国定公園（入込数１２２万人）へのアク

セス向上 

事業実施環境 ○
国道１０１号のうち青森県五所川原市～秋田県能代市までは「西津軽能代沿岸道路」として、

地域高規格道路の候補路線となっている。 

 

採択の理由 
 費用便益比が、１．４と便益が費用を上回っていることから事業採択の前提条件が確認できる。 

また、線形隘路区間の改善により、災害危険箇所の回避、救急医療施設への搬送など改善が見込まれ、幹線道

路としての機能が確保できる当該事業の整備の必要性・社会全体への効果は高いと判断できる。 

以上より、本事業を採択した。 

 

担 当 課：道路局 国道・防災課

担当課長名：下保 修      

※総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。
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小
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戸
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瀬
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防災点検要対策箇所（落石・崩壊）

日 本 海

一般国道１０１号 追良瀬Ⅱ期バイパス

西
津
軽
郡
深
浦
町
追
良
瀬

西
津
軽
郡
深
浦
町
広
戸
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に
し
つ
が
る
ぐ
ん
ふ
か
う
ら
ま
ち
お
い
ら
せ

に
し
つ
が
る
ぐ
ん
ふ
か
う
ら
ま
ち
ひ
ろ
と
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新規事業採択時評価結果（平成２０年度新規事業化箇所） 
担 当 課：道路局国道・防災課 

担当課長名：下保 修      
 

事業の概要 
 

事業名 一般国道１２５号 古河
こ が

拡幅
かくふく 事業 

区分 
一般国道 事業 

主体 
茨城県 

起終点 
起点：茨城県古河

こ が

市西牛谷
にしうしがや

 
終点：茨城県古河

こ が

市三杉町
みすぎちょう 延長  1.4km 

事業概要  
一般国道 125号は、千葉県香取市を起点とし、茨城県南・県西の主要都市である土浦市、つくば市、下妻市、
古河市を経て、埼玉県熊谷市に至る主要幹線道路である。古河拡幅は、国道４号三杉町交差点を先頭とした交

通混雑の緩和と、沿道における歩行者・自転車の交通安全の確保を目的とする４車線（暫定２車線）の現道拡

幅およびバイパス事業。また、当該事業の拡幅区間で進められている古河駅東部土地区画整理事業と合わせた

整備により沿道開発を支援する。 
事業の目的、必要性  
 沿線には工業団地や商業施設が立地して交通量が多く、かつ大型車の混入率も高いため、慢性的な渋滞が発

生しており、三杉町交差点は茨城県移動性向上委員会で移動性阻害箇所に指定されている。また、この区間は

死傷事故率が県内平均の 5.7 倍と高く、茨城県安全性向上プロジェクト委員会において交通安全要対策箇所に
位置付けられている。 
 これらの課題に対し、早期整備を求める地元要望も強く、事業の実施により安全で円滑な交通の確保を図る

とともに、土地区画整理事業の進捗に合わせて沿道開発を支援し、地域の健全な発展に寄与するものである。

全体事業費  ３６ 億円(暫定２車線) 計画交通量 14,500台／日(暫定２車線) 
事業概要図  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
関係する地方公共団体等の意見  
古河市が古河拡幅の新規事業化について平成１９年１０月３１日に国土交通省・財務省・関東地方整備局要

望を行っており、また、平成１７～１９年度と茨城県議会への古河市の要望１位にあがるなど、地元からの要

望は強い。 
 
事業採択の前提条件  
 費用対便益：便益が費用を上回っている。 
 手続きの完了：都市計画決定済(昭和 44年 5月)。 

事業評価結果 
 

総費用 27億円 総便益 48億円 基準年  

Ｂ／Ｃ 1.8 
事業費： 26億円 

維持管理費：    1.0億円 

走行時間短縮便益： 39億円 

走行経費減少便益：  8.7億円 

交通事故減少便益：  1.2億円 

平成19年 

交通量変動 B/C=1.6～2.0 （交通量14,500台±10％） B/C= （交通量   ％） 

事業費変動 B/C=1.6～2.0 （事業費36億円±10％） B/C= （事業費   ％） 

費
用
対
便
益 

感度分析の結果 

事業期間変動 B/C=1.7～1.9 （事業期間8年±2年） B/C= （事業期間   ％） 

評価項目 評価 根拠 

 

渋滞対策 ○ 
【1年あたり渋滞損失時間】 

約１８万人時間/年の削減 

   （整備前５７．１万人・時間/年 → 整備後３８．９万人・時間/年） 

 

事故対策 ○ 

【死傷事故率】 

死傷事故率比が県内平均の約５．７倍 

２４２．９件/億台km、イエローゾーン箇所の解消 

事故率曲線における位置：県内２割区間 

 

 

 

自
動
車
や
歩
行
者
へ
の
影
響 

歩行空間 ○ 【歩行者の安全性の向上】国道１２５号の現道には歩道未設置の区間があり、大型車の通行
も多いため、整備により歩行者・自転車の安全が確保される。 

住民生活 ○
【バス路線の利便性の向上】茨城急行バス 

 

地域経済 ○
【農林水産品の流通の利便性が向上】 

カボチャ・キャベツ 古河市→首都圏 

災 害 ○
異常気象時における道路通行規制(西牛谷地内・大橋)。特殊通行規制区間として

平成６年度指定。※パトロールにより危険が予想される場合に規制。 

環 境 ○
【CO2排出削減量】5,646ｔ/年 

【NO2排出削減】９．９ｔ/年（７割削減） 

事
業
の
影
響 

社
会
全
体
へ
の
影
響 

地域社会 ○
【日常活動圏の中心都市へのアクセス向上】 

古河市中心部、JR古河駅等へのアクセス向上 

事業実施環境 －
 

 

4354

古河駅東部
土地区画整理事業

A=84.7ha
(H9～24)

125

現道拡幅0.7km

病院予定地

（H21年度開院予定）

丘里工業団地
A=117.2ha

250

294

261

古
河
駅

バイパス0.7km

　

一般国道125号　古河拡幅
L=1.4km

4

294

190

124

 

採択の理由 
費用便益比が１．８と便益が費用を上回っているとともに、都市計画手続きが完了していることから、事業採択

の前提条件が確認できる。 

また、当該区間を整備することで交通渋滞の緩和や歩行者通行の安全性の確保等が図られ、その整備効果は高い

ものと判断される。 
以上より、本事業を採択した。 

 

※総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。



新規事業採択時評価結果（平成２０年度新規事業化箇所） 
担 当 課：道路局 国道・防災課

担当課長名：下保 修      
 

事業の概要 
 

事業名 一般国道１５２号 小道木
こ ど う ぎ

バイパス 
事業 

区分 
 一般国道 

事業 

主体 
長野県 

起終点 
自：長野県

ながのけん

飯田市
い い だ し

南信濃
みなみしなの

小道木
こ ど う ぎ

 

至：長野県
ながのけん

飯田市
い い だ し

南信濃
みなみしなの

押出
お し で 延長 1.7km 

事業概要  

一般国道１５２号は、長野県上田市を起点とし静岡県浜松市に至る延長約２５５ｋｍの幹線道路である。 

小道木バイパスは、小道木地域の隘路及び幅員狭小区間の解消を目的とした飯田市小道木の延長１．７ｋｍの２

車線道路である。 

事業の目的、必要性  

長野県上田市と静岡県浜松市を結ぶ国道152号は、三遠南信自動車道「矢筈トンネル」に接続し、遠山谷と呼

ばれるこの地域の生活道路であると同時に、飯伊地域から静岡県西部へ直結する唯一の幹線道路である。しかし、

V字谷の山腹を走る現道は、幅員が狭小でカーブが連続し、車両のすれ違いすら困難な状況にある。 

全体事業費  ５４億円 計画交通量 ３，４００台／日 

事業概要図  

 
事業中 Ｌ＝４．１ｋｍ （和田バイパス）
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（２号トンネル）
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関係する地方公共団体等の意見  

平成18年11月 国道152号改良促進期成同盟会より早期改良の要望あり。 

平成18年6月 長野県南部国道連絡会より早期改良の要望あり。 

 
事業採択の前提条件  

 便益が費用を上回っている。 

 円滑な事業執行の環境が整っている。 

事業評価結果 
 

総費用 ４７億円 総便益 ７６億円 基準年  

Ｂ／Ｃ １．６ 
事業費： ４5億円 

維持管理費： 1.7億円 

走行時間短縮便益： ７６億円 

走行経費減少便益： 0.6０億円 

交通事故減少便益： 0.00億円 

平成１９年 

交通量変動 B/C= （交通量   ％） B/C= （交通量   ％） 

事業費変動 B/C= （事業費   ％） B/C= （事業費   ％） 

費
用
対
便
益 

感度分析の結果 

事業期間変動 B/C= （事業期間   ％） B/C= （事業期間   ％） 

評価項目 評価 根拠 

 

渋滞対策 － 【1kmあたり（台kmあたり）渋滞損失時間】 
5,000人時間／年㎞ 

 

事故対策 － 【死傷事故率】               
１６１件／億台㎞ （死傷事故率比（県内平均比）69件／億台㎞） 

 

自
動
車
や
歩
行
者
へ
の
影
響 

歩行空間 －   

住民生活 ○  県境域に生活する住民の重要な生活道路であり、その整備が強く望まれている。 

地域経済 ◎
 長野県と静岡県を結ぶ重要な幹線道路として、飯田下伊那地域、天龍村の観光・産業振興

を支援する。 

災 害 ○  先線にある集落の避難路となり、災害時の孤立化を防ぐ。 

環 境 ○  地上構造物は極力避け緑化を図るとともに、周辺環境との調和を図る。 

事
業
の
影
響 

社
会
全
体
へ
の
影
響 

地域社会 ○
 三遠南信自動車道県境トンネル整備と合わせ広域ネットワークを概ね形成し、両県を跨い

だ交流を活発化する。 

事業実施環境 ◎
 県境を結ぶ三遠南信自動車道県境トンネル工事が平成21年度より着手予定のため、実施に

向けた地元の気運が高まっている。 

 

 

採択の理由 
費用便益が１．６と、便益が費用を上回っており事業採択の前提条件が確認できる。 

また、三遠南信自動車道「青崩峠道路県境区間」が着手予定であり、連携して整備することにより 

地域連携の効果が大きいと判断できる。 

以上より、本事業を採択した。 

 
 

※総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。



新規事業採択時評価結果（平成２０年度新規事業化箇所） 

 

事業の概要 

 

事業名 一般国道415号谷屋
た に や

大野
お お の

バイパス 
事業 

区分 
一般国道 

事業 

主体 
 富山県 

起終点 
自：富山県氷見市

ひ み し

谷屋
た に や

 

至：富山県氷見市
ひ み し

大野
お お の

 
延長   4.2㎞ 

事業概要  

一般国道415号は、石川県羽咋市を起点とし、富山県氷見市・高岡市・射水市を経て、富山市を終点とする総

延長68kmの幹線道路である。当該道路は富山県と石川県を連絡し、物流促進や交流促進を深める重要な広域道

路である。このうち、415号谷屋大野バイパスは、氷見市谷屋地内から氷見市大野地内を結ぶ延長4.2kmの2車線

道路である。 

事業の目的、必要性  

一般国道415号谷屋大野バイパスの現道は、石川県羽咋市と氷見市を最短で結ぶ道路であり大型車の交通量が

多く、狭幅員の道路では安全なすれ違いが困難な状況にある。さらに、軟弱地盤上に形成された沿線の民家は、

大型車の通行によって振動・騒音を伴っている。このため、415号谷屋大野バイパス整備によって、交通の円滑

化・沿線住人の安全確保を図るものである。 

全体事業費  40億円 計画交通量 8,700台／日（平均交通量）

事業概要図  

 

 
関係する地方公共団体等の意見  

沿線住人および氷見市ならびに国道415号整備促進期成同盟会、国道160号及び国道415号氷見区間整備促進期

成同盟会、国道415号大野谷屋区間整備促進協議会から、本区間の整備について強い要望がある。 

 
事業採択の前提条件  

 費用対便益 ：便益が費用を上回っている。 

  

 

 

事業評価結果 

 

評価項目 評価 根拠 

平行する現道の渋滞緩和 

渋滞対策 ○

【渋滞損失時間の改善】約14.2万人時／年 ⇒ 約1.6万人時／年(約12.6万人時間/年削減) 

【1km（台キロ）あたり渋滞損失時間】約1.0万人時／年キロ（現況） 

富山県平均：約１．７万人時／年キロ（約0.6倍） 

全国平均 ：約２．０万人時／年キロ（約0.5倍） 

【渋滞度曲線】富山県内センサス区間の上位約３割に含まれる 

平行する現道の事故率減少 

事故対策 ○

【死傷事故率】61.2件/億台キロ（現況） 

富山県平均：約 ８１．３件／億台キロ（約0.8倍） 

全国平均 ：約１１８．４件／億台キロ（約0.5倍） 

【事故率曲線】富山県内センサス区間の上位３割に含まれる 

【その他の特徴】富山県内国道415号中第11位の死傷事故率区間である。 

自
動
車
や
歩
行
者
へ
の
影
響 

歩行空間 ○
現道は、沿線にある2校の小学校の通学路となっており、バイパス整備により通過交通が排除

され(大型車含む)、安全な歩行区間が確保される。 

住民生活 ○
第三次医療施設である厚生連高岡病院までのアクセス時間が短縮され、安全で安心できる暮

らしが確保される。(谷屋地区～厚生連高岡病院の所要時間30.7分→29.0分(5.5%の時間短

縮)) 

地域経済 ○

主要な観光地である道の駅「氷見」(年間観光客入込数約600千人)までのアクセスが向上し、

地域振興の促進が期待される。 

氷見ICへの所要時間が短縮され、利便性が向上する。(谷屋地区～氷見ICまでの所要時間9.0

分→7.2分(20.0%の時間短縮)) 

災 害 ○
H14に発生した谷屋地すべりによって、現道が2週間程度、通行止めとなった。バイパス整備

により、現道災害時でも迂回が可能となり、地域の孤立化が解消される。 

環 境 ○
CO2排出量の削減(氷見市内) 約107,140t-CO2/年→約107,000t-CO2/年 約140t-CO2/年削減

NO2、SPM削減により、現道の沿線環境が改善される。(NO2→89%削減、SPM→89%削減) 

事
業
の
影
響 

社
会
全
体
へ
の
影
響 

地域社会 ○
谷屋地区および熊無地区から、生活の中心である氷見市中心市街地までのアクセス時間が短

縮され、快適な暮らしが確保できる。(谷屋地区～氷見漁港までの所要時間13.0分→11.3分)

事業実施環境 －
 

 

 

採択の理由 
 当該事業箇所の現況渋滞損失時間及び死傷事故率は高く、渋滞対策・事故対策の面から事業実施の必要性・効果

は高いと判断できる。 

 また、沿線小学校の通学路としての安全確保及び平成19年4月15日に開通した能越自動車道氷見ＩＣへのアクセ

ス向上を図るとともに、地すべり地域（平成14年に大規模地すべり発生）である谷屋地区におけるリダンダンシー

確保を図るため早期完成が求められている。 

 
 

総費用 35億円 総便益 68億円 基準年  

Ｂ／Ｃ 1.9 
事業費：     31 億円 

維持管理費：  4.3億円 

走行時間短縮便益：68 億円 

走行経費減少便益： 0.1億円 

交通事故減少便益：-0.4億円 

平成１９年 

交通量変動 B/C=1.7 （交通量  -10％） B/C=2.1 （交通量  +10％） 

事業費変動 B/C=1.8 （事業費  +10％） B/C=2.1 （事業費  -10％） 

費
用
対
便
益 

感度分析の結果 

事業期間変動 B/C=1.8 （事業期間 +25％） B/C=2.0 （事業期間 -25％） 

担 当 課：道路局国道・防災課 

担当課長名：下保 修      

 ※総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。

一般国道 415 号 

谷屋大野バイパス 



新規事業採択時評価結果（平成２０年度新規事業化箇所） 

 

事業の概要 

 

事業名 一般国道３８５号 那
な

珂
か

川
がわ

拡幅
かくふく

 
事業 

区分 
一般国道 

事業 

主体 
福 岡 県 

起終点 
自：福岡県

ふくおかけん

筑紫
ち く し

郡那珂川町
ぐ ん な か が わ ま ち

大字
おおあざ

西隈
にしくま

 

至：福岡県
ふくおかけん

筑紫
ち く し

郡那珂川町
ぐ ん な か が わ ま ち

大字
おおあざ

道善
どうぜん

 
延長 １．５ｋｍ 

事業概要  

一般国道３８５号は、福岡県柳川市を起点とし佐賀県神埼市、佐賀県吉野ヶ里町、那珂川町を経由して福岡

市博多区へ至る延長６７ｋｍの主要な幹線国道であり、福岡都市圏と福岡県南地域とを連絡する重要な路線で

ある。那珂川拡幅は、福岡県筑紫郡那珂川町大字西隈から同県同郡同町大字道善までの延長１．５ｋｍの４車

線拡幅事業である。 

事業の目的、必要性  

那珂川町は近年市街化が進み、人口が増加傾向のなか、本工区以北が４車線道路で整備されているため、車

線数の絞り込み（ボトルネック）になっていることや、断面の容量不足による交通渋滞が発生している。そこ

で、４車線拡幅事業による渋滞の解消、歩行空間の確保による歩行者の安全確保を図ることを目的として整備

を行うものである。 

また、平成２０年春には一般国道３８５号起点部の有明海沿岸道路、平成２２年度には終点部の福岡外環状

道路の供用が予定されており、両路線をネットワーク化する役割を担う道路として、早期の整備が求められる。

全体事業費   ５０億円 計画交通量 １８，６００台／日 

事業概要図  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
関係する地方公共団体等の意見  

那珂川町、地元行政区長らによる「(都)大橋那珂川線道路拡幅整備促進期成会」から、町の発展のため一般国

道３８５号の福岡県筑紫郡那珂川町大字山田から同郡同町大字道善までの４車線化を要望されている。 

 

※平成１７年７月２２日発足 

 
事業採択の前提条件  

 費用を便益が上回っている。（ Ｂ／Ｃ＝１．６ ） 

 地元の協力体制が整っている。  

事業評価結果 

 

総費用 ４５億円 総便益 ７１億円 基準年  

Ｂ／Ｃ １．６ 
事業費： 44億円 

維持管理費： 1.3億円 

走行時間短縮便益： 65億円 

走行費用減少便益： 4.4億円 

交通事故減少便益： 1.5億円 

平成１９年 

交通量変動 B/C=1.4 （交通量  -10％） B/C=1.7 （交通量  +10％） 

事業費変動 B/C=1.4 （事業費  +10％） B/C=1.7 （事業費  -10％） 

費
用
対
便
益 

感度分析の結果 

事業期間変動 B/C=1.5 （事業期間  +20％） B/C=1.6 （事業期間  -20％） 

評価項目 評価 根拠 

当該区間の整備により、渋滞損失時間の改善が見込まれる。 

渋滞対策 ◎ 【渋滞損失時間の改善】 

 当該区間：21.0万人時間／年（H17センサス区間No.1103） 

削 減 量：21.0万人時間／年（21.0万人時間／年 →0万人時間／年） 

当該区間の整備により、事故件数の減少が見込まれる。 

事故対策 ○ 
【死傷事故率】 

・単路部：489.7件／億台ｷﾛ（現況） （福岡県平均比：8.9倍） 

・交差部：756.8件／億台ｷﾛ（現況） （福岡県平均比：6.6倍） 

※ 福岡県平均 単路部：55.3件／億台ｷﾛ  交差部：114.6件／億台ｷﾛ 

自
動
車
や
歩
行
者
へ
の
影
響 

歩行空間 ◎ 安全安心な歩行空間の確保（現在、歩道がない又は狭小な区間に歩道を設置） 

※新規事業化の全区間が通学路に指定 

住民生活 ○
西鉄バス ４９往復／日 

３次医療施設（福岡大学病院）への輸送時間短縮 7分 

地域経済 ◎ 走行性の向上により物流効率化を支援（福岡市と有明海沿岸地域を結ぶルート） 

災 害 ○
１次緊急輸送ネットワークの確保 

災害時の一般国道３号の代替路線 

（警固断層上にある九州の骨格幹線国道である一般国道３号のﾘﾀﾞﾝﾀﾞﾝｼｰ） 

環 境 ○ ＣＯ２削減量が７９ｔ－ＣＯ２／年削減される  

事
業
の
影
響 

社
会
全
体
へ
の
影
響 

地域社会 ○
主要な観光地へのアクセス向上（グリーンピア那珂川〔年間入込客数 21,900人〕、吉野ヶ里

公園〔年間入込客数 468,000人〕、吉野ヶ里町の温浴施設 山茶花
さ ざ ん か

の宿） 

事業実施環境 ○
第４次那珂川町総合計画（後期基本計画）に位置づけ有り 

地元自治体の強い要望あり 

 

採択の理由 
・費用便益比が【１．６】と便益が費用を上回っている。 

・ボトルネックによる渋滞の解消、歩行空間の確保による歩行者の安全確保が図られる。 

・有明海沿岸道路、福岡外環状道路をネットワーク化する役割を担う路線である。 

・以上より、本事業を採択した。 

 

 

 
 

担 当 課：道路局 国道・防災課

担当課長名：下保 修      

 

※総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。

位置図 

大分県 

熊本県 

佐賀県 

予定箇所 

新規事業化 

一般国道385号 

L=1.5km 

（終点） 

那珂川町大字道善 

（起点） 

那珂川町大字西隈 



新規事業採択時評価結果（平成２０年度 新規事業化箇所） 

 

事業の概要 

 

事業名 一般国道３２７号 石原
いしはら

バイパス 
事業 

区分 
 一般国道  

事業 

主体 
 宮崎県 

起終点 
自：宮崎

みやざき

県
けん

東臼杵郡
ひがしうすきぐん

椎葉村
し い ば そ ん

大字
おおあざ

松尾
ま つ お

 

 至：宮崎
みやざき

県
けん

東臼杵郡
ひがしうすきぐん

椎葉村
し い ば そ ん

大字
おおあざ

松尾
ま つ お

 
延長 １．７km 

事業概要  

 一般国道３２７号は宮崎県日向市を起点とし、椎葉村を経由し熊本県山都町に至る幹線道路であり、地域

の産業・経済を支えるほか、緊急輸送道路としても重要な路線である。 

 また、椎葉村などの中山間地域と地方生活圏中心都市である日向市を結ぶ唯一の生活道路でもあるが、連

続雨量２００㎜の事前通行規制区間であるなど、早急な道路整備が必要な箇所である。 

 当事業は幅員狭小の隘路区間を解消し、安全で円滑な交通の確保を図ると共に､異常気象時における地域の

孤立化の解消を図ることを目的とした延長１．７㎞の道路改良工事である。 

事業の目的、必要性  

 本路線は、宮崎県北地域と熊本県を結び、広域的産業活動を支える幹線道路であるとともに、椎葉村と日

向市を結ぶ唯一の道路であり、地域住民の生活を支える道路でもある。石原バイパスは、線形不良・幅員狭

小による隘路区間を解消して、救命医療など沿道地域の生活と福祉の支援を目的とする。特に、台風等の異

常気象時に発生している集落の孤立を解消して、道路沿線居住者に安全で安心な生活環境を提供することが

急務となっている。 

全体事業費     ４０億円 計画交通量 １，３００台／日 

事業概要図                   

   

 
関係する地方公共団体等の意見  

   地元の椎葉村では、「第４次椎葉村長期総合計画」で国道３２７号を椎葉村の産業と暮らしを支える基盤

としての重要路線と位置づけている。しかしながら、依然として未整備箇所が多く災害も発生していること

から、交通に支障が生じており、安全で円滑な交通を確保をするためにも、本路線の整備が強く望まれてい

る。 

当該区間について、椎葉村や改良促進期成同盟会等からも事業化が最も望まれており陳情・要望活動が頻

繁に行われている。  

 
事業採択の前提条件  

 費用対効果  ： 便益が費用を上回っている。   

 手続き等   ： 宮崎県公共事業評価委員会で新規事業の承認済みである。（平成１９年５月１４日） 

事業評価結果 

 

総費用 34億円 総便益 45億円 基準年   

Ｂ／Ｃ １．３  事業費：       33億円 

 維持管理費：   1.3億円 

 走行時間短縮便益：     44億円 

 走行費用減少便益：   0.94億円 

 交通事故減少便益：   0.00億円 

平成 １９ 年 

交通量変動 B/C=1.2 （交通量  -10％） B/C=1.4 （交通量  +10％） 

事業費変動 B/C=1.4 （事業費  -10％） B/C=1.2 （事業費  +10％） 

費
用
対
便
益 

感度分析の結果 

事業期間変動 B/C=1.1 （事業期間  +20％） B/C=1.4 （事業期間  -20％） 

評価項目 評価 根拠 

 

渋滞対策 － 

【渋滞損失時間の改善】 

【１ｋｍあたり（台ｋｍあたり）渋滞損失時間】 

  ２．０９２（千人時間/年・ｋｍ） 

【渋滞度曲線】 

  ３７９件中１８０位 

 

事故対策 － 
【死傷事故率】 

  ０（件/億台・ｋｍ） 

（死傷事故比率 ０（県内平均比 １．０７）） 

自
動
車
や
歩
行
者
へ
の
影
響 

歩行空間 － 注目すべき影響はない 

住民生活 ○
宮崎交通のバス路線（４便／日） 

救急医療施設へのアクセス向上 

２次医療（日向救急病院）３次医療（県立延岡病院）への搬送時間短縮：約６分 

地域経済 － 注目すべき影響はない 

災 害 ○

常気象時時の集落孤立の解消 

（平成１６年度  ７６日間の交通途絶：主に台風１６号による異常気象） 

（平成１７年度 １０４日間の交通途絶：主に台風１４号による異常気象） 

緊急輸送道路の機能確保（防災点検要対策箇所２箇所の解消） 

環 境 ○ ＣＯ２排出量が０．９千ｔ－ＣＯ２/年削減される 

事
業
の
影
響 

社
会
全
体
へ
の
影
響 

地域社会 ○
主要な観光地へのアクセス向上 

（主要な観光地である鶴富屋敷他[年間入込客数約１３万人]と八村杉[来客数約１０万人]と

のアクセスが向上する） 

事業実施環境 ○
宮崎県総合長期計画において位置づけ 

（県内１時間構想の実現のため、［地域交通ネットワーク］の整備を推進する） 

 

採択の理由 
・費用対便益が【１．３】と便益が費用を上回っている。 
・大型車すれ違い困難箇所が解消され、宮崎県と熊本県の広域ネットワークが確保される。 
・第２次緊急輸送道路の機能確保により、沿線集落の孤立解消や救急医療施設へのアクセスが向上され、その整

備効果は高いと判断される。 
・以上より、本事業を採択した。 

 

担 当 課：道路局 国道・防災課

担当課長名：下保 修        

※総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。



新規事業採択時評価結果（平成２０年度新規事業化箇所） 

 

事業の概要 

 

事業名 一般県道 川原
か わ ら

畑
はた

大戸
お お ど

線 湖面１号橋工区 
事業 

区分 
  地方道 

事業 

主体 
 群馬県 

起終点 
自：群馬県

ぐ ん ま け ん

吾妻郡
あがつまぐん

長野原町
ながのはらまち

大字川原
か わ ら

畑
はた

 

至：群馬県吾妻郡長野原町
ぐんまけんあがつまぐんながのはらまち

大字川原
か わ ら

湯
ゆ

 
延長  １．３㎞ 

事業概要  

一般県道川原畑大戸線湖面１号橋工区は、平成２７年度完成予定である八ッ場ダム建設事業に伴い水没する

川原畑地区と川原湯地区の移転代替地を結ぶ幹線道路であり、延長１．３㎞の2車線道路である。 

事業の目的、必要性  

本路線は、平成２７年度完成予定である八ッ場ダム建設事業に伴い水没する川原畑地区と川原湯地区の移転

代替地を結ぶ道路であり、水源地域住民の交通の利便性を確保することにより、代替地での生活再建を支援す

るものである。 

また、新川原湯温泉、吾妻渓谷、ダムサイト等の観光地を結ぶことにより、一体的な観光拠点が形成され、

観光を中心とした地域振興を支援するものである。 

全体事業費   ５．１億円 計画交通量 １，９００台／日 

事業概要図  

 
 

 
関係する地方公共団体等の意見  

 平成２年１２月に群馬県と建設省八ッ場ダム工事事務所（当時）が作成した「地域居住計画」において、地

区間連絡道路と位置づけられており、平成４年７月に町・県・国の3者で締結した「八ッ場ダム建設事業に係る

基本協定書」において、「地域居住計画の内容について、町・県・国は、地元関係者と十分協議調整のうえ、

誠意をもって実施するものとする。」としている。 

 
事業採択の前提条件  

 便益が費用を上回っている。 

 円滑な事業執行環境が整っている。 

事業評価結果 

 

総費用 ５．５億円 総便益 ９． ３億円 基準年  

Ｂ／Ｃ 1．7 
事業費：   ４.５億円 

維持管理費：  0.95億円 

走行時間短縮便益：  9.1億円 

走行費用減少便益： 0.13億円 

交通事故減少便益： 0.00億円 

平成１９年 

交通量変動 B/C= （交通量   ％） B/C= （交通量   ％） 

事業費変動 B/C= （事業費   ％） B/C= （事業費   ％） 

費
用
対
便
益 

感度分析の結果 

事業期間変動 B/C= （事業期間   ％） B/C= （事業期間   ％） 

評価項目 評価 根拠 

 

渋滞対策 － 

【渋滞損失時間の改善】 

【1kmあたり（台kmあたり）渋滞損失時間】 

 

 

【渋滞度曲線】 

【その他の特徴】 
※データは県内平均・全国平均と比較すること

 

事故対策 － 

【死傷事故率】              （死傷事故率比（県内平均比）      ）

                （事故率曲線における位置：         ）

 

【その他の特徴】 
※データは県内平均・全国平均と比較すること

自
動
車
や
歩
行
者
へ
の
影
響 

歩行空間 ○ 歩行者の安全性の確保 

（幅員3.0mの歩道が両側に設置されている） 

住民生活 ◎
八ッ場ダムにより水没する川原畑地区と川原湯地区の移転代替地を結ぶ道路であり、ダ

ム事業による住民生活への影響を軽減し、生活再建を図るために必要な道路である。

地域経済 ◎
新川原湯温泉、吾妻渓谷、ダムサイト等を結ぶことにより、一体的な観光拠点が形

成され、観光を中心とした地域振興を支援する観光振興に寄与する。 

災 害 －

環 境 －   

事
業
の
影
響 

社
会
全
体
へ
の
影
響 

地域社会 ○
八ッ場ダムにより水没する川原畑地区と川原湯地区の移転代替地を結ぶ幹線道路であ

り、地域コミュニティの維持・形成に寄与する。 

事業実施環境 ○
水源地域対策特別措置法に位置づけられている。 

 

 

採択の理由 
 当該事業は、八ッ場ダム事業に伴い水没する川原畑地区と川原湯地区の移転代替地を結び、代替地での生活再

建を支援するために重要な道路であり、事業実施の必要性が高いと判断できる。 

 

 以上により本事業を採択した。 

 

 

 
 

担 当 課：関東地方整備局 地域道路課  

担当課長名：田村 俊彦          

※総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。

川原畑大戸線

位置図



新規事業採択時評価結果（平成２０年度 新規事業化箇所） 

事業の概要 
 

事業名 都市計画道路 西滝
にしたき

新城
しんじょう

線
せん

（石
いし

江
え

） 
事業 

区分 
 街路 

事業 

主体 
  青森県 

起終点 
青森市
あ お も り し

大字
おおあざ

石
いし

江
え

から 

青森市
あ お も り し

大字
おおあざ

石
いし

江
え

まで 
延長   1.4 ㎞ 

事業概要  

都市計画道路西滝
にしたき

新城
しんじょう

線
せん

は、青森市
あ お も り し

の中心市街地と市西部地域を結ぶ唯一の幹線道路である。 

当該路線沿線は、近年で最も住宅開発が進展している地域であり、交通量の増加が著しく慢性的な交通渋滞

が生じている。また、沿線には、小中学校・高等学校等の文教施設が点在し主要な通学路となっているが、現

道の歩道は１ｍと狭小であり、特に冬期の降雪期には通行車両との接触事故が懸念されている。 

更に、当該路線は青森市
あ お も り し

の将来都市像として掲げている「コンパクトシティ」実現のために計画されている

「都市圏交通円滑化総合計画」において、公共交通機関利用促進のための支援路線として位置付けられている

重要な一路線である。 

事業の目的、必要性  

当該事業は、平成22年開業予定の東北新幹線新
しん

青森
あおもり

駅へのアクセス道路であるとともに市の主要なバス路線

であることから、平成20年度策定予定の「青森市総合交通戦略」において公共交通機関支援事業の１事業とし

て位置付けを予定している市の重点整備路線である。 

当該事業の整備は、都市内交通の円滑化はもとより、広幅員歩道整備による歩行者・自転車等を含めた交通

安全の確保、そして東北新幹線新
しん

青森
あおもり

駅等主要交通拠点へのアクセス強化等により、市民生活・経済・観光等

の様々な方面での効果が期待されている。 

全体事業費    ３０億円 計画交通量 １７，３００台／日 

事業概要図  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
関係する地方公共団体等の意見  

 新青森駅周辺の都市機能強化に欠かせない事業であり、青森市から県が早期整備の要望(平成19年7月23日)

を受けている。 

 
事業採択の前提条件  

 費用対便益  ：便益が費用を上回っている 

 手続きの完了 ：H19.11.30都市計画変更決定済み 

 円滑な事業執行の環境が整っている 

事業評価結果 

 

総費用 24億円 総便益 33億円 基準年  

Ｂ／Ｃ １．４ 
事業費：          23億円 

維持管理費：    0.80億円 

走行時間短縮便益：  32億円 

走行経費減少便益：0.93億円 

交通事故減少便益：0.03億円 

平成１９年 

交通量変動 B/C=1.6 （交通量 +10 ％） B/C=1.2 （交通量  -10％） 

事業費変動 B/C=1.3 （事業費 +10 ％） B/C=1.6 （事業費   -10％） 

費
用
対
便
益 

感度分析の結果 

事業期間変動 B/C=1.5 （事業期間 ２年前倒） B/C=1.4 （事業期間 ２年延期） 

評価項目 評価 根拠 

当該路線周辺の慢性的な交通渋滞の改善される 

渋滞対策 ○ 

【その他の特徴】 

堆雪幅を考慮した車道拡幅、交差点での適切な右折レーンの設置、バスベイの設置等によ

り現在の慢性的な渋滞の緩和が期待できる。 

 

                 

 

事故対策 ○ 
【その他の特徴】 

  堆雪幅を考慮した車道拡幅、交差点での適切な右折レーンの設置、バスベイの設置等によ

り円滑で安全な交通の確保が期待できる。 

  

自
動
車
や
歩
行
者
へ
の
影
響 

歩行空間 ○ 歩行者等の安全性向上：歩道狭小区間に幅広歩道が設置され歩行者等の安全性が向上する 

住民生活 ○

新幹線駅の利便性向上：東北新幹線新青森駅を直結するアクセス道路であり、住民生活の利

便性向上が図られる 

公共交通機関の利便性向上：青森市西部地区と中心市街地を連結するバス路線の強化による

定時制確保、利便性向上が図られる 

無電柱化の促進：地中化による都市景観の向上が図られる 

中心市街地との連携強化： 現青森駅周辺の中心市街地と新幹線新駅との連携強化が図られる 
地域経済 ○

関連事業の促進：青森市中心市街地活性化基本計画が促進される(平成19年2月8日認定) 

冬期交通の利便性向上：堆雪幅確保により冬期の交通事故低減が図られる 

災 害 ○ 消化活動の支援：

延焼遮断帯の確保：

緊急車両等の進入隘路箇所が解消される 

地中化によるライフラインの強化が図られる 

環 境 ○ 渋滞損失時間減少によるCO2の削減が図られる  

事
業
の
影
響 

社
会
全
体
へ
の
影
響 

地域社会 ○
基幹的な都市内幹線道路網の整備により、都市内交通の円滑化を図るとともに物流の効率化

を支援することができる 

事業実施環境 ○
「都市圏交通円滑化総合計画」において、平成20年度策定予定の「青森市総合都市交通戦略」

の中で公共交通機関支援事業の１事業として位置付けを予定している。 

採択の理由 
便益が費用を上回っていること、都市計画決定変更済みであることなど円滑な事業執行の環境が整っており、採

択の前提条件が確認できる。また、都市内交通の円滑化や中心市街地の活性化に資するなど、道路の必要性・効

果は高いと考えられる。以上より、本事業を採択した。 
 

担 当 課：都市・地域整備局 街路課 

担当課長名：松谷 春敏        

※総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。

凡 例 

供用中 

平成２０年度 
新規事業化 

当該箇所 

青森県 

西滝新城線（石江） 

L = 1,355 m 



新規事業採択時評価結果（平成２０年度新規着工準備箇所） 

 

事業の概要 
 

事業名 
京阪
けいはん

電鉄
でんてつ

京阪
けいはん

本線
ほんせん

連続
れんぞく

立体
りったい

交差
こ う さ

事業
じぎょう

 

（香里園駅
こうりえんえき

～枚方
ひらかた

公園駅
こうえんえき

付近） 

事業 

区分 
 街路 

事業 

主体 
 大阪府 

起終点 大阪府
おおさかふ

寝屋川市
ね や が わ し

幸 町
さいわいちょう

～枚方市
ひらかたし

岡 南町
おかみなみちょう

 延長  5.5km 

事業概要  

本事業は、京阪電鉄京阪本線の香里園駅～枚方公園駅付近の約５．５kmにおいて鉄道を立体化することによ

り、２１箇所の踏切（うち開かずの踏切２０箇所）を除却し、都市内交通の円滑化を図るとともに、分断され

た市街地の一体化による都市の活性化を図る事業である。 

事業の目的、必要性  

本事業区間は、香里園駅から枚方公園駅付近に位置し、区間内にある踏切２１箇所のうち、２０箇所が開か

ずの踏切である。また、（都）中振交野線などの幹線道路と交差しているが、未整備であり、道路ネットワー

ク形成上の課題となっている。そのような状況から、交通渋滞や地域分断解消のための抜本的な対策が求めら

れている。本事業では、当該区間を立体化し、円滑な道路交通の確保、一体的なまちづくり、踏切事故の解消

を図るものである。併せて（都）中振交野線の整備や香里園駅の駅前整備等を実施し、交通結節点機能の強化

とともに、香里園駅東地区市街地再開発事業等による都市機能と土地利用の更新を進め、地域の活性化を図る

ものである。 

全体事業費     900億円 踏切交通遮断量  301,800 台時／日 

事業概要図  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
関係する地方公共団体等の意見  

寝屋川市・枚方市においても、木屋道踏切・三和踏切付近で渋滞が慢性化し、住宅地にも影響を及ぼしている

ことから、踏切による渋滞の解消が図れると共に、踏切部の交通事故防止に寄与するため、本事業を要望して

いる。 

 
事業採択の前提条件  

費用が便益を上回っている 

円滑な事業執行の環境が整っている 

事業評価結果 
 

総費用 519億円 総便益 905億円 基準年  

Ｂ／Ｃ 1.7 
事業費：           519億円 

維持管理費：      0.38億円 

 

移動時間短縮便益：  870億円 

走行経費減少便益：   23億円 

交通事故減少便益：   12億円 

平成19年 

交通量変動 B/C=1.9 （交通量   +10％） B/C=1.6 （交通量  -10％） 

事業費変動 B/C=1.6 （事業費  +10％） B/C=2.0 （事業費  -10％） 

費
用
対
便
益 

感度分析の結果 

事業期間変動 B/C=1.7 （事業期間 +20%） B/C=1.9 （事業期間 -20％） 

評価項目 評価 根拠 

２１箇所の踏切における渋滞の解消が図られる。 

渋滞対策 ◎ 
・最大渋滞長：330m 

・踏切交通遮断量（車両）：約30万台時/日 

・踏切交通遮断量（歩行者・自転車）：54万台・人時/日 

・ピーク時遮断時間：53分/時（赤井堤防） 

踏切事故の解消が図られる。 

事故対策 ◎ ・当該連立区間で、平成18年度は5件の事故が発生（死亡1名 負傷4名） 
・平成15年8月に大きな踏切事故が発生（死亡1名 負傷4名 列車脱線） 

自
動
車
や
歩
行
者
へ
の
影
響 

歩行空間 ○ 
歩行者及び自転車の踏切交通遮断量は約54万人・台/日と多く、東西間の歩行者や自転車交通

を分断しており、踏切除却、駅部立体化により、歩行者及び自転車交通の利便性、安全性の

向上が図られる。 

住民生活 ◎
拠点としての機能を高めるため、未整備である駅前広場の整備を行うことにより、現在狭隘

なスペースで利用されているバス、タクシー、自家用車などの交通利便性が向上し、交通結

節点機能の強化が図られる。乗降客数(香里園64千人,光善寺23千人,枚方公園30千人) 

地域経済 ○ 歩行者・自転車等の地区内回遊動線の整備が可能となり、商業の活性化が期待できる。 

災 害 ○
木造密集市街地が多く、連立側道を利用した、消防活動困難地への迅速なアクセスが可能と

なる。 

環 境 ○ 交通渋滞の解消により、CO2排出量の削減が期待できる。 

事
業
の
影
響 

社
会
全
体
へ
の
影
響 

地域社会 ○
踏切21箇所（うち開かずの踏切20箇所）を除却することにより、地域分断の解消、良好な市

街地形成が図られる。また、交通結節点機能の強化、商業地域の活性化など、地域社会への

貢献が期待できる。 

事業実施環境 ◎
当該区間の両側は既に立体交差化されており、地元市から当該区間の立体交差化を求める要

望がある。 

 

 

採択の理由 
費用便益が1.7と便益が費用を上回っており、着工準備採択の前提条件が確認できる。また、20箇所の開かずの踏

切を除却することにより、交通渋滞や踏切事故の解消等が図られ、事業の必要性・効果は高いと判断される。以

上により本事業を採択した 

 

担 当 課：都市・地域整備局街路課  

担当課長名：松谷 春敏        

※総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。

（都）中振交野線 

対 象 区 間 

寝 屋 川
枚方市 

香里園駅 光善寺駅 

枚方公園駅 

至京都

京阪本線

当 該 箇

大阪府 

至大阪 



平成２０年度新規箇所 評価結果 

 

事 業 名 松山駅周辺土地区画整理事業 都 市 名 愛媛県松山市 

施 行 者 松山市 施行面積 １６．７ｈａ 

事 業 

概 要 

 ＪＲ松山駅周辺地区は、空港や港と並ぶ広域交通の結節拠点として、また、松山城と松山総合公園も

至近距離にあるという恵まれた都心居住地区にあることから、県都の陸の玄関口にふさわしい広域交流

拠点として整備を図るため、愛媛県が事業主体となるＪＲ予讃線の鉄道高架事業と一体的に、松山市が

土地区画整理事業及び関連街路事業の計画を進めている。 

目 的 

・ 

必要性 

 松山駅付近の鉄道高架は、８箇所の踏切が除却されることによる交通渋滞の解消、鉄道により分断さ

れていた東西の街の一体化、高架下空間の公共・公益施設整備、またＪＲ基地跡地を活用した拠点整備

など、松山広域都市圏の発展に大きく寄与することから本市交通環境整備が重要課題であり、駅周辺地

区においては連続立体交差事業と一体となった市街地整備事業の早期実現を推進する必要がある。 

Ｂ／Ｃ  総便益 ２５０億円 総費用 １３２億円 基準年  

費
用
便
益
比 

１．９ 

走行時間短縮便益：   ２４３億円

走行費用減少便益：   ５.８億円

交通事故減少便益：   １.７億円

事 業 費：    １３０億円 

維持管理費：  ２．０億円 
平成１９年 

事業の効果等  

・中心市街地の活性化（ＪＲ車両・貨物基地等を含めた土地の整序等により、土地の有効利用が促進） 

・都市圏の交通円滑化（東西軸をなす幹線道路の整備等） 

・道路の防災対策・危機管理の充実（幅員2m～5mの道路による消火活動が困難な地区が解消される） 

 

関係する地方公共団体等の意見  

県都の陸の玄関口に相応しい整備が行われる必要があり、本事業の実施により、都市基盤施設の面的整備や、交通

結節機能の強化等を図り、「県都の顔」としての整備が期待されている。県においても、ＪＲ松山駅付近連続立体交

差事業を施行する計画であり、本事業とは不可分の事業であることから、両事業が一体となった整備が不可欠である。

事業概要図 採択の理由  

 

 

 

 費用便益比が１．９であり、事業採択の前提条

件である投資効果が確認できること、また、当該

事業は、連続立体交差事業と一体の市街地の整備

が望まれるものであり、短期間で集中的に施行す

る必要がある事業である。 

 以上により、本事業を採択するものである。 

  



平成２０年度新規箇所 評価結果 

 

事 業 名 西袋上馬場土地区画整理事業 都 市 名 埼玉県八潮市 

施 行 者 八潮市 施行面積 ３９．０ｈａ 

事 業 

概 要 

本地区は、東武伊勢崎線草加駅から南東約２ｋｍ、つくばエクスプレス八潮駅から北西約２ｋｍに位

置し、地理的条件に恵まれていることから、道路状況が悪いにもかかわらず、既存道路に接して小規模

な宅地開発が進み、無秩序な市街地の形成をなしている。   

今後、更なる住環境の悪化が懸念されることから、本事業により公共施設の整備を行い、土地利用の

純化を図り、良好な住環境を有する市街地の造成を図る。 

目 的 

・ 

必要性 

本地区は、多くの道路が６ｍ未満であるとともに、無秩序な市街化が進み、また、老朽化した木造住

宅が多く存在する等、劣悪した住環境である。よって、県南東部の主要幹線道路である都市計画道路草

加三郷線や公園等の公共施設整備等により、無秩序な市街化や消防活動困難地区の解消を図り、安全で

良好な住環境の早期整備を行う必要がある。 

Ｂ／Ｃ  総便益 ６１億円 総費用 ３０億円 基準年  
費
用
便
益
比 

２．０ 

走行時間短縮便益：   ５３億円

走行費用減少便益：  ６．２億円

交通事故減少便益：  １．４億円

事 業 費：  ２９億円 

維持管理費：  ０．６６億円 
平成１９年 

事業の効果等  

・都市圏の交通円滑化の推進（現道(主要地方道松戸草加線)の混雑解消（旅行速度 19.7→35.8km/h）） 

・良好な環境の保全・形成（地区計画（平成１５年１０月決定）等による宅地側の良好な環境の形成） 

・道路の防災対策・危機管理の充実（幅員6m以上の道路がないため消火活動が困難な地区が存在する。 

消火活動困難地区の解消。（12.1ha→0.0ha）） 

関係する地方公共団体等の意見  

（都）草加三郷線を、県南東部の主要幹線道路である主要地方道松戸草加線のバイパスとして、他事業と一体的に整備

することにより、県内の主要交通網を形成し、道路交通網の円滑化及び渋滞の解消を図る。よって、本事業の早急な整

備が必要である。 

 

事業概要図  採択の理由  

  

費用便益比が２．０であり、事業採択の前提条件で

ある投資効果が確認できること、また、当該事業によ

り、他事業と一体的となって都市計画道路が整備さ

れ、交通渋滞の解消が図られることから、短期間で集

中的に施行する必要がある事業である。 

 以上により、本事業を採択するものである。 

 



 平成２０年度新規箇所 評価結果 

 

事 業 名 石動駅南土地区画整理事業 都 市 名 富山県小矢部市 

施 行 者 小矢部市石動駅南土地区画整理組合 施行面積 14.1ｈａ 

事 業 

概 要 

本地区は駅周辺といった土地の利便性があるにもかかわらず道路等の公共施設が未整備のため市街化

が遅れている。このため、小矢部市の新たな顔、玄関口を整備し土地区画整理事業による面整備事業を

行うことにより、多様な市民ニーズに応えられる沿道サービスゾーンと、良好な居住ゾーンを有する健

全で活力のある市街地整備を図る。 

目 的 

・ 

必要性 

土地区画整理事業により街区・基盤整備を行い駅周辺における良好な土地利用を促進させるとともに、

石動駅南において、駅前広場及び周辺道路整備を行うことにより、石動駅へのアクセス性が向上し、交

通結節点の強化が図られる。 

 

Ｂ／Ｃ  総便益 ４１億円 総費用 １９億円 基準年  
費
用
便
益
比 

２．１ 

走行時間短縮便益：  ３８億円

走行費用減少便益： ２．３億円

交通事故減少便益：０．２３億円

事 業 費：   １９億円 

維持管理費： ０．１３億円 
平成１９年 

事業の効果等  

・中心市街地の活性化（小矢部市唯一の駅であるJR石動駅隣接地区の整備により都市拠点の機能を強化 

（駅前広場の整備2,660㎡→5,760㎡）） 

・安全な生活環境の確保（地区内の歩道整備による安全性の向上。（歩道整備率30.4%→100%）） 

・都市圏交通円滑化の推進（駅北口広場周辺道路の混雑緩和。（交通混雑度1.36→1.12）） 

・地域・都市の基盤の形成（幹線道路・区画道路等の整備） 

 

関係する地方公共団体等の意見  

・本地区は、小矢部市都市計画マスタープランにおいて、まちづくり推進地区に設定されており官民協働でのまちづく

りをすすめたい。 

事業概要図  採択の理由  

 

 

 

費用便益比が２．１であり、事業採択の前提条

件である投資効果が確認できること、また、当該

事業により駅前広場及び周辺道路整備を行い、駅

へのアクセス性を向上させることによる交通結

節点・都市拠点機能の強化、通学路の歩道整備に

よる安全性の向上を図るものであり、短期間で集

中的に施行する必要のある事業である。 

 以上により、本事業を採択するものである。 

 

 

 

富山県小矢部市

石動駅南地区土地区画整理事業 



平成２０年度 新規事業採択時評価結果【住宅市街地基盤整備事業】 
 

担当課：近畿地方整備局建政部住宅整備課 担当課長名：椎名 大介  

事業名 ＪＲ高槻駅北東土地区画整理地区 
（都市計画道路古曽部西冠線（街路）） 

事業主体 高槻市 

①事業の概要  
都市計画道路 古曽部西冠線 
事業延長Ｌ＝１２２ｍ、幅員Ｗ＝１８ｍ 
・本路線はＪＲ高槻駅前に存する本地区と主要地方道西京高槻線を連絡する

道路であり、現道の拡幅等を行う。 

事業概要 

総事業費        ７．６  億円 

事業の目的・ 
必要性 

現道は幅員４．０ｍの原付・軽車両を除く車両通行止めの箇所であり、本

地区から主要地方道西京高槻線へ連絡する道路は混雑が激しい都市計画道路

高槻駅前線のみの状況である。 
本地区は都市再生緊急整備地域に指定され、工場跡地を利用した集合住宅

の建設等が行われることとされており、今後新たな交通需要が発生するため、

本路線を整備することにより、混雑緩和を図ることが必要である。 

 

事業概要図 
都市計画道路古曽部西冠線 

Ｌ＝122ｍ Ｗ＝18ｍ 

集合住宅Ａ ４５０戸 

集合住宅Ｂ ４５０戸 

賃貸マンション 132 戸 

②事業評価結果  
B／C １．８ 

        １３．４億円 貨幣換算した 
便益：B 〈内訳等〉走行時間短縮便益 １２．８億円 

走行費用減少便益 ０．６２億円 
交通事故減少便益 ０．０２億円 

         ７．３億円 費用：C 
〈内訳等〉事業費       ７．３億円 

維持管理費     ０．０１億円 

 

貨幣換算が困難

な効果等による

評価 

歩車分離及びバリアフリー化によってＪＲ高槻駅周辺において良好な歩行者

空間が確保される。 

③採択の理由 費用便益比が１．８と便益が費用を上回っていることから事業採択の前提

条件を確認できる。 
また、本路線の整備により集合住宅の建設等が行われる本地区の周辺にお

いて、交通の円滑化、歩行者・自転車利用等の安全の確保等が図られること

から、本地区における住宅の供給が促進されるものと判断できる。 
 以上より、本事業を採択した。 



羽生駅

国道１２５号ＢＰ
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平成２０年度 新規事業採択時評価結果【住宅市街地基盤整備事業】 

 

担当課：関東地方整備局建政部住宅整備課 担当課長名：高木直人 
 

事業名 岩瀬土地区画整理地区（主要地方道羽生外野栗橋線（地方道））

事業主体 埼玉県 
①事業の概要  

主要地方道 羽生外野栗橋線 
事業延長 Ｌ＝1,880m、幅員 W=16ｍ 
・本路線は、羽生市都市計画道路北部幹線の一部を構成しており、国

道 122 号と現道とをバイパスする市の東西方向の主要な道路である。

このうち本区間は羽生市桑崎から羽生市北に至る道路であり、鉄道と

の立体交差等の整備を行う。 

事業概要 

総事業費      １３億円 
事業の目的・ 
必要性 

 現道は、駅直近に踏切が存在し、また、市の中心市街地を縦断して

いるため、朝夕のラッシュ時を中心に慢性的に渋滞が生じている路線

であり、本区間の整備により、混雑解消を図るものである。 

 

事業概要図 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

②事業評価結果  
B／C １．３ 

 ３０億円 貨幣換算した 
便益：B 〈内訳等〉 

走行時間短縮便益 26 億円  交通事故減少便益 1.5 億円 
走行費用減少便益 2.5 億円 

 ２４億円 費用：C 
〈内訳等〉 
 事業費 22 億円   維持管理費 1.7 億円 

 

貨幣換算が困難な

効果等による評価

 羽生市中心市街地や羽生市北部等に多数存在する大規模工場と区画

整理事業区域間の移動が円滑化する。 

③採択の理由  費用便益費が１．３と便益が費用を上回っており、事業採択の前提

条件が確認できる。 
 また、当該路線を整備することにより、鉄道による東西の交通分断

を解消し混雑を緩和できるのに加え、岩瀬土地区画整理地区から羽生

市中心市街地や北部等に多数存在する大規模工場への移動が円滑化さ

れ、当該地区における宅地供給の促進に寄与するものと判断できる。

以上より、本事業を採択した。 
 

位置図
事業箇所

埼玉県



平成２０年度 新規事業採択時評価結果【住宅市街地基盤整備事業】 

 

担当課：関東地方整備局建政部住宅整備課 担当課長名：高木 直人  

事業名 小田急相模原駅北口Ｂ地区（都市計画道路 相模原二ツ塚線（街路）） 
事業主体 神奈川県 

①事業の概要  
都市計画道路 相模原二ツ塚線 
事業延長 L=800m、幅員 W=15m 
・本路線は、小田急小田原線に沿って走る県道５１号（町田厚木）と県道５

０号（座間大和）を結ぶ路線のうち（都）町田南大野線～（都）淵野辺駅鹿

沼線に至る区間であり、道路改築及び電線共同溝の整備を行う。 

事業概要 

総事業費         9.0 億円 
事業の目的・ 
必要性 

本地区は市街地再開発事業による住宅供給等が行われる地域である。本路

線は、地震防災対策特別措置法に基づく避難路に位置づけられており、本地

区から広域避難場所への避難経路となるが、現況幅員が狭小で車両のすれ違

いが困難なため、現道の拡幅等により渋滞緩和及び交通安全対策を図る。 

 

事業概要図  
おだきゅうさがみはらえききたぐち

小田急相模原駅北口B地区

・事業期間H19～H23 

・A=0.7ha,供給戸数190戸

N

相模原市 

大和市 
座間市

広域避難場所 

さがみはらふたつづかせん 

（都）相模原二ツ塚線 

・事業期間H20～H23 

・W=15m,L=800m 

 
②事業評価結果  

B／C １．８ 
 １９２億円 貨幣換算した 

便益：B 〈内訳等〉走行時間短縮便益 184 億円、走行費用減少便益 8.4 億円 
      交通事故減少便益 0.00 億円 

 106 億円 費用：C 
〈内訳等〉事業費 106 億円、維持管理費 0.79 億円 

 

貨幣換算が困難

な効果等による

評価 

本路線は、地震等の災害時において広域避難場所へ避難する道路であり、

防災上必要不可欠な路線である。 

③採択の理由 費用便益費が１．８と便益が費用を上回っており、事業採択の前提条件が

確認できる。また本路線の整備により、本地区から地区外の主要な道路であ

る県道５０号（座間大和）、災害時の広域避難場所等への円滑かつ安全なアク

セスが可能となることから、住宅供給が促進されるものと判断できる。 
 以上より、本事業を採択した。 




